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事業概要

億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

貿易経済協力局貿易振興課中堅・中小企業輸出ビジネスモデル調査・実証事業

令和５年度概算要求額 3.8 ( 2.5 億円 ）

（１）実証事業

中堅・中小企業の輸出を支援する民間事業者による新たなビジネスモデルについ

て、有望な事例を公募し、ECサイト構築費、プロモーション経費、商談会経費等

について実証的に支援します。

①デジタルを活用した輸出支援プラットフォーム等への支援

民間事業者等が、デジタル輸出支援プラットフォーム等により中堅・中小企業の

輸出を支援するビジネスモデルの実証にかかる費用を補助します。

②地域資源を活用した商品を販売する地域商社等への支援

地域商社等が、複数プレイヤーの連携や企業の掘起し等により地域産品を工夫

して輸出するビジネスモデルの実証にかかる費用を補助します。

（２）調査・普及事業

新たな輸出ビジネスモデル構築のため、各産業、輸出形態、輸出エリアなどに応

じ、多様なケースにおける調査を行います。

中堅・中小企業が自ら海外展開を行うにあたっては、販売先の確保等の様々な

課題があることに加え、EC市場の拡大など中堅・中小企業を取り巻く環境の変

化への対応が求められています。このような課題や環境の変化に対応する、民間

事業者による新たな輸出支援ビジネスを育成し、中堅・中小企業の海外展開が

自律的に拡大する仕組みの構築を目指します。

成果目標

実証したビジネスモデルが中堅・中小企業の輸出拡大に資する形で継続する件数比

率８０％以上とすることを目指します。

国
輸出関連

事業者

補助（定額） 補助（1/2、1/3）

国 民間企業等

委託

補助上限4,000万円

（１）実証事業

（２）調査・普及事業

（独）日本貿易振興機構

（JETRO）


